
〔参考１〕

部門名 部門名

3015 -01 3015 -011 化学機械

2041 -014 アクリロニトリル 2089 -09 その他の化学最終製品

2029 -02 2029 -021 圧縮ガス・液化ガス 2089 -099 他に分類されない化学最終製品

2729 -02 2729 -021 アルミ圧延製品 2011 -01 2011 -011 化学肥料

2711 -03 2711 -031 アルミニウム（再生を含む。） 0116 -03 0116 -031 花き・花木類

2511 -012 安全ガラス・複層ガラス 1621 -09 1621 -099 その他の家具・装備品

6799 -04 6799 -041 各種修理業（別掲を除く。）

0151 -01 0151 -011 育林 2729 -04 2729 -041 核燃料

1632 -02 1632 -021 板紙 7111 -00 家計外消費支出（列）

2511 -011 板ガラス 7211 -00 家計消費支出

2511 -01 板ガラス・安全ガラス 1117 -043 加工油脂

5911 -02 5911 -021 移動電気通信 6612 -01 6612 -011 貸自動車業

0111 -012 稲わら 0114 -01 果実

1522 -09 1522 -099 その他の衣服・身の回り品 0114 -019 その他の果実

0112 -01 いも類 1115 -03 1115 -031 菓子類

2071 -01 2071 -011 医薬品 2891 -01 2891 -011 ガス・石油機器・暖厨房機器

6411 -03 6411 -031 医療（歯科診療） 2021 -012 か性ソーダ

6411 -05 6411 -051 医療（その他の医療サービス） 4131 -02 4131 -021 河川・下水道・その他の公共事業

6411 -04 6411 -041 医療（調剤） 2049 -02 2049 -021 可塑剤

6411 -02 6411 -021 医療（入院外診療） 2111 -011 ガソリン

6411 -01 6411 -011 医療（入院診療） 3919 -03 3919 -031 楽器

3114 -01 3114 -011 医療用機械器具 1119 -04 1119 -041 学校給食（国公立）★★

1911 -01 1911 -011 印刷・製版・製本 1119 -05 1119 -051 学校給食（私立）★

3014 -014 印刷・製本・紙工機械 6311 -01 6311 -011 学校教育（国公立）★★

2082 -02 2082 -021 印刷インキ 6311 -02 6311 -021 学校教育（私立）★

6721 -01 6721 -011 飲食サービス 3019 -01 3019 -011 金型

5941 -01 5941 -011 インターネット附随サービス 2312 -02 2312 -021 かばん・袋物・その他の革製品

1112 -031 飲用牛乳 2041 -024 カプロラクタム

0115 -02 飲料用作物 1649 -01 1649 -011 紙製衛生材料・用品

0115 -029 その他の飲料用作物 1641 -09 1641 -099 その他の紙製容器

9013 -01 貨物運賃（沿海内水面）

1121 -03 1121 -031 ウイスキー類 9014 -00 貨物運賃（航空）

3911 -02 3911 -021 運動用品 9013 -02 貨物運賃（港湾運送）

2913 -01 2913 -011 運搬機械 9016 -00 貨物運賃（倉庫）

9011 -00 貨物運賃（鉄道）

6741 -01 6741 -011 映画館 9012 -00 貨物運賃（道路）

9211 -000 営業余剰 9015 -00 貨物運賃（利用運送）

5951 -01 5951 -011 映像・音声・文字情報制作業 5761 -01 5761 -011 貨物利用運送

2111 -015 Ａ重油 2511 -091 ガラス製加工素材

2111 -018 液化石油ガス 2511 -09 その他のガラス製品

3211 -04 3211 -041 液晶パネル 2511 -099 他に分類されないガラス製品

2021 -013 液体塩素 2511 -02 2511 -021 ガラス繊維・同製品

2031 -011 エチレン 2311 -01 2311 -011 革製履物

2041 -015 エチレングリコール 0114 -011 かんきつ

1113 -02 1113 -021 塩・干・くん製品 3911 -01 3911 -011 がん具

5742 -012 沿海・内水面貨物輸送 6799 -02 6799 -021 冠婚葬祭業

5742 -01 沿海・内水面輸送 2041 -02 環式中間物

5742 -011 沿海・内水面旅客輸送 2041 -029 その他の環式中間物

2051 -025 塩化ビニル樹脂 0112 -011 かんしょ

8511 -00 （控除）関税

0111 -023 大麦（国産） 9411 -000 間接税（関税・輸入品商品税を除く。）

0111 -024 大麦（輸入）

1512 -09 1512 -099 その他の織物 3016 -03 3016 -031 機械工具

1521 -01 1521 -011 織物製衣服 6632 -10 6632 -101 機械修理

5111 -01 5111 -011 卸売 6322 -01 6322 -011 企業内研究開発

2031 -023 キシレン

2029 -012 カーボンブラック 1512 -02 1512 -021 絹・人絹織物（合繊長繊維織物を含む。）

6441 -01 6441 -011 介護（施設サービス） 1111 -011 牛肉

6441 -02 6441 -021 介護（施設サービスを除く。） 9113 -000 その他の給与及び手当

3311 -01 回転電気機械 6312 -03 6312 -031 その他の教育訓練機関（国公立）
★★

3311 -03 3311 -031 開閉制御装置・配電盤 6312 -04 6312 -041 その他の教育訓練機関（産業）

2081 -013 界面活性剤 2211 -015 強化プラスチック製品

0171 -01 海面漁業 3016 -02 3016 -021 金属加工機械

0171 -011 海面漁業（国産） 3016 -01 3016 -011 金属工作機械

0171 -012 海面漁業（輸入） 0611 -01 金属鉱物

0171 -02 0171 -021 海面養殖業 1621 -02 1621 -021 金属製家具

5741 -01 5741 -011 外洋輸送 2899 -09 その他の金属製品

＜き＞

基本分類の五十音順一覧
列コード 行コード

＜あ＞

＜い＞

＜う＞

＜お＞

＜か＞

列コード 行コード

＜え＞

-258--258-



部門名 部門名

2899 -099 他に分類されない金属製品 7411 -00 国内総固定資本形成（公的）

2899 -02 2899 -021 金属製容器・製缶板金製品 7511 -00 国内総固定資本形成（民間）

2899 -092 金属線製品 1631 -021P 古紙

2899 -091 金属プレス製品 6799 -03 6799 -031 個人教授業

5311 -01 金融 5911 -01 5911 -011 固定電気通信

0111 -021 小麦（国産）

9511 -000 （控除）経常補助金 0111 -022 小麦（輸入）

3113 -01 3113 -011 計測機器 1114 -021 小麦粉

3412 -02 3412 -021 携帯電話機 2229 -01 2229 -011 ゴム製・プラスチック製履物

6699 -05 6699 -051 警備業 2229 -09 2229 -099 その他のゴム製品

2111 -014 軽油 0111 -01 米

0121 -04 0121 -041 鶏卵 0111 -011 米

6741 -03 6741 -031 競輪・競馬等の競走場・競技団 6741 -09 6741 -099 その他の娯楽

2081 -02 2081 -021 化粧品・歯磨 3112 -012 娯楽用機器

4711 -03 4711 -031 下水道★★ 5781 -01 5781 -011 こん包

2029 -031 原塩

7611 -04 原材料在庫純増 3112 -01 サービス用機器　

3012 -01 3012 -011 建設・鉱山機械 3112 -019 その他のサービス用機器

6611 -012 建設機械器具賃貸業 8200 -00 最終需要計

4121 -01 4121 -011 建設補修 8800 -00 最終需要部門計

2811 -01 2811 -011 建設用金属製品 3921 -01 3921 -011 再生資源回収・加工処理

2531 -011 建設用陶磁器 0631 -02 0631 -021 砕石

2591 -09 2591 -099 その他の建設用土石製品 2041 -012 酢酸

1619 -091 建設用木製品 2041 -016 酢酸ビニルモノマー

2812 -01 2812 -011 建築用金属製品 1121 -09 1121 -099 その他の酒類

2911 -03 2911 -031 原動機 0115 -091 雑穀

2599 -02 2599 -021 研磨材 1117 -01 砂糖

0621 -012 原油 1117 -019 その他の砂糖・副産物

0115 -01 0115 -011 砂糖原料作物

3115 -01 3115 -011 光学機械・レンズ 2029 -011 酸化チタン

2622 -01 鋼管 3599 -091 産業用運搬車両

2051 -03 2051 -031 高機能性樹脂 6611 -011 産業用機械器具（建設機械器具を除く。）賃貸業

6741 -02 6741 -021 興行場（映画館を除く。）・興行団 3311 -09 3311 -099 その他の産業用電気機器

5921 -01 5921 -011 公共放送

4711 -02 4711 -021 工業用水 2111 -012 ジェット燃料油

2531 -012 工業用陶磁器 2029 -03 塩

2211 -014 工業用プラスチック製品 2029 -032 塩

3592 -01 3592 -011 航空機 4611 -04 4611 -041 自家発電

3592 -10 3592 -101 航空機修理 5732 -01P 5732 -011P 自家輸送（貨物自動車）

5751 -014 航空機使用事業 5731 -01P 5731 -011P 自家輸送（旅客自動車）

5789 -04 5789 -041 航空施設管理（国公営）★★ 3299 -01 3299 -011 磁気テープ・磁気ディスク

5789 -05 5789 -051 航空施設管理（産業） 4611 -02 事業用火力発電

5789 -06 5789 -061 航空附帯サービス 4611 -01 事業用原子力発電

5751 -01 航空輸送 4611 -001 事業用電力

6621 -01 広告 6321 -01 6321 -011 自然科学研究機関（国公立）★★

7111 -002 交際費 6321 -05 6321 -051 自然科学研究機関（産業）

2041 -011 合成アルコール類 6321 -03 6321 -031 自然科学研究機関（非営利）★

2042 -01 2042 -011 合成ゴム 3599 -01 3599 -011 自転車

2051 -09 2051 -099 その他の合成樹脂 6631 -10 6631 -101 自動車整備

2041 -022 合成石炭酸 3531 -02 3531 -021 自動車部品

2061 -02 2061 -021 合成繊維 3531 -01 3531 -011 自動車用内燃機関

2041 -03 2041 -031 合成染料・有機顔料 3112 -011 自動販売機

3541 -01 3541 -011 鋼船 2041 -01 脂肪族中間物

5311 -013 公的金融（手数料） 2041 -019 その他の脂肪族中間物

5311 -011 公的金融（ＦＩＳＩＭ） 9311 -000 資本減耗引当

1611 -02 1611 -021 合板・集成材 9321 -000 資本減耗引当（社会資本等減耗分）

0639 -09 その他の鉱物 3111 -09 3111 -099 その他の事務用機械

0639 -099 他に分類されない鉱物 6611 -014 事務用機械器具（電算機等を除く。）賃貸業

6112 -01 6112 -011 公務（地方）★★ 6811 -00P 6811 -000P 事務用品

6111 -01 6111 -011 公務（中央）★★ 6312 -01 6312 -011 社会教育（国公立）★★

5112 -01 5112 -011 小売 6312 -02 6312 -021 社会教育（非営利）★

5743 -01 5743 -011 港湾運送 6431 -02 6431 -021 社会福祉（国公立）★★

2121 -011 コークス 6431 -04 6431 -041 社会福祉（産業）

0115 -021 コーヒー豆・カカオ豆（輸入） 6431 -03 6431 -031 社会福祉（非営利）★

5751 -011 国際航空輸送 6431 -01 6431 -011 社会保険事業★★

5751 -013 国内航空貨物輸送 9112 -000 社会保険料（雇用主負担）

5751 -012 国内航空旅客輸送 2083 -01 2083 -011 写真感光材料

7800 -00 国内最終需要計 6799 -01 6799 -011 写真業

7900 -00 国内需要合計 0631 -01 0631 -011 砂利・採石

9700 -00 国内生産額 0131 -01 0131 -011 獣医業

9700 -000 国内生産額 3211 -03 3211 -031 集積回路
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部門名 部門名

4111 -02 4111 -021 住宅建築（非木造） 2031 -019 その他の石油化学基礎製品

4111 -01 4111 -011 住宅建築（木造） 2031 -02 石油化学系芳香族製品

5521 -01 5521 -011 住宅賃貸料 2031 -029 その他の石油化学系芳香族製品

5531 -01 5531 -011 住宅賃貸料（帰属家賃） 2111 -01 石油製品

1529 -02 1529 -021 じゅうたん・床敷物 2111 -019 その他の石油製品

7111 -001 宿泊・日当 0639 -091 石灰石

6711 -01 6711 -011 宿泊業 2081 -012 石けん・合成洗剤

5951 -03 5951 -031 出版 2521 -01 2521 -011 セメント

0116 -02 0116 -021 種苗 2521 -03 2521 -031 セメント製品

8300 -00 需要合計 2089 -01 2089 -011 ゼラチン・接着剤

2031 -022 純トルエン 3013 -01 3013 -011 繊維機械

2031 -021 純ベンゼン 1529 -09 その他の繊維既製品

8911 -00 商業マージン（卸売） 1529 -099 他に分類されない繊維既製品

8912 -00 商業マージン（小売） 1519 -09 その他の繊維工業製品

4711 -01 4711 -011 上水道・簡易水道 1519 -099 他に分類されない繊維工業製品

3919 -06 3919 -061 情報記録物 1529 -091 繊維製衛生材料

5931 -01 情報サービス 1514 -01 1514 -011 染色整理

5931 -012 情報処理・提供サービス 6731 -01 6731 -011 洗濯業

3511 -01 3511 -011 乗用車 6731 -09 6731 -099 その他の洗濯・理容・美容・浴場業

1111 -01 食肉 2611 -01 2611 -011 銑鉄

1111 -014 その他の食肉 3541 -02 3541 -021 その他の船舶

2089 -091 触媒 3541 -10 3541 -101 船舶修理

3014 -011 食品機械・同装置

1117 -044 植物原油かす 5771 -01 5771 -011 倉庫

1117 -041 植物油脂 1119 -03 1119 -031 そう菜・すし・弁当

0115 -09 その他の食用耕種作物 2021 -01 ソーダ工業製品

0115 -099 他に分類されない食用耕種作物 2021 -019 その他のソーダ工業製品

1119 -09 1119 -099 その他の食料品 2021 -011 ソーダ灰

1131 -01 1131 -011 飼料 2611 -04 2611 -041 粗鋼（電気炉）

0116 -01 0116 -011 飼料作物 2611 -03 2611 -031 粗鋼（転炉）

3019 -02 3019 -021 真空装置・真空機器 0152 -01 素材

1529 -01 1529 -011 寝具 0152 -011 素材（国産）

2729 -01 2729 -011 伸銅品 0152 -012 素材（輸入）

5951 -02 5951 -021 新聞 9600 -000 粗付加価値部門計

6621 -012 新聞・雑誌・その他の広告 5931 -011 ソフトウェア業

6321 -02 6321 -021 人文科学研究機関（国公立）★★ 5312 -02 5312 -021 損害保険

6321 -06 6321 -061 人文科学研究機関（産業）

6321 -04 6321 -041 人文科学研究機関（非営利）★ 2911 -02 2911 -021 タービン

3919 -01 3919 -011 身辺細貨品 6599 -02 6599 -021 対家計民間非営利団体（別掲を除く。）★

7212 -00 対家計民間非営利団体消費支出

5789 -02 5789 -021 水運施設管理★★ 2591 -01 2591 -011 耐火物

5789 -03 5789 -031 水運附帯サービス 6599 -01 6599 -011 対企業民間非営利団体

1113 -09 1113 -099 その他の水産食品 6799 -09 6799 -099 その他の対個人サービス

1113 -03 1113 -031 水産びん・かん詰 6699 -09 6699 -099 その他の対事業所サービス

4611 -03 水力・その他の事業用発電 0112 -021 大豆（国産）

2041 -021 スチレンモノマー 0112 -022 大豆（輸入）

6611 -015 スポーツ・娯楽用品・その他の物品賃貸業 2221 -01 2221 -011 タイヤ・チューブ

6741 -04 6741 -041 スポーツ施設提供業・公園・遊園地 3919 -05 3919 -051 畳・わら加工品

6699 -04 6699 -041 建物サービス

2312 -01 2312 -011 製革・毛皮 1141 -01 1141 -011 たばこ

3014 -01 生活関連産業用機械 2631 -011 鍛鋼

1114 -01 精穀 2631 -032 鍛工品（鉄）

1114 -019 その他の精穀 2599 -01 2599 -011 炭素・黒鉛製品

1611 -01 1611 -011 製材 1633 -01 1633 -011 段ボール

7611 -01 生産者製品在庫純増 1641 -01 1641 -011 段ボール箱

3019 -09 3019 -099 その他の生産用機械

1121 -01 1121 -011 清酒 0121 -09 その他の畜産

1117 -011 精製糖 0121 -099 他に分類されない畜産

3919 -09 3919 -099 その他の製造工業製品 1112 -02 1112 -021 畜産びん・かん詰

0121 -011 生乳　 7311 -04 地方政府個別的消費支出

1129 -03 1129 -031 製氷 7321 -04 地方政府個別的消費支出（社会資本等減耗分）

1114 -02 製粉 7311 -02 地方政府集合的消費支出

1114 -029 その他の製粉 7321 -02 地方政府集合的消費支出（社会資本等減耗分）

1114 -011 精米 1129 -01 1129 -011 茶・コーヒー

5312 -01 5312 -011 生命保険 7311 -03 中央政府個別的消費支出

1129 -02 1129 -021 清涼飲料 7321 -03 中央政府個別的消費支出（社会資本等減耗分）

0621 -011 石炭 7311 -01 中央政府集合的消費支出

0621 -01 石炭・原油・天然ガス 7321 -01 中央政府集合的消費支出（社会資本等減耗分）

2121 -01 石炭製品 2631 -012 鋳鋼

2121 -019 その他の石炭製品 3015 -021 鋳造装置

2031 -01 石油化学基礎製品 3015 -02 鋳造装置・プラスチック加工機械
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部門名 部門名

2631 -01 鋳鍛鋼 3311 -05 3311 -051 内燃機関電装品

2631 -02 2631 -021 鋳鉄管 2111 -017 ナフサ

2631 -031 鋳鉄品 0116 -092 生ゴム（輸入）

2631 -03 鋳鉄品及び鍛工品（鉄） 2521 -02 2521 -021 生コンクリート

7711 -00 調整項 2711 -02 2711 -021 鉛・亜鉛（再生を含む。）

1117 -05 1117 -051 調味料

9111 -000 賃金・俸給 1112 -01 1112 -011 肉加工品

0121 -05 0121 -051 肉鶏

5919 -09 5919 -099 その他の通信サービス 0121 -02 0121 -021 肉用牛

1519 -091 綱・網 2041 -013 二塩化エチレン

2531 -013 日用陶磁器

2612 -011P 鉄屑 1513 -01 1513 -011 ニット生地

2699 -01 2699 -011 鉄鋼シャースリット業 1521 -02 1521 -021 ニット製衣服

2699 -09 2699 -099 その他の鉄鋼製品 1112 -032 乳製品

0611 -011 鉄鉱石 3522 -01 3522 -011 二輪自動車

5712 -01 5712 -011 鉄道貨物輸送

4191 -01 4191 -011 鉄道軌道建設 2051 -02 熱可塑性樹脂

3591 -01 3591 -011 鉄道車両 2621 -01 熱間圧延鋼材

3591 -10 3591 -101 鉄道車両修理 4622 -01 4622 -011 熱供給業

5711 -01 5711 -011 鉄道旅客輸送 2051 -01 2051 -011 熱硬化性樹脂

6621 -011 テレビ・ラジオ広告 1113 -04 1113 -041 ねり製品

2041 -023 テレフタル酸（高純度）

3411 -02 3411 -021 電気音響機器 0131 -02 0131 -021 農業サービス（獣医業を除く。）

3399 -09 3399 -099 その他の電気機械器具 3011 -01 3011 -011 農業用機械

3332 -01 3332 -011 電気計測器 1116 -01 1116 -011 農産びん・かん詰

3399 -02 3399 -021 電気照明器具 1116 -02 1116 -021 農産保存食料品（びん・かん詰を除く。）

5911 -09 5911 -099 その他の電気通信 2084 -01 2084 -011 農薬

3412 -09 3412 -099 その他の電気通信機器 4131 -03 4131 -031 農林関係公共事業

4191 -03 4191 -031 電気通信施設建設

3399 -01 3399 -011 電球類 3421 -01 3421 -011 パーソナルコンピュータ

3331 -01 3331 -011 電子応用装置 2899 -031 配管工事附属品

3299 -02 3299 -021 電子回路 2899 -03 配管工事附属品・粉末や金製品・道具類

3211 -01 3211 -011 電子管 4811 -01 4811 -011 廃棄物処理（公営）★★

6611 -013 電子計算機・同関連機器賃貸業 4811 -02 4811 -021 廃棄物処理（産業）

3421 -03 3421 -031 電子計算機附属装置 3311 -04 3311 -041 配線器具

3421 -02 3421 -021 電子計算機本体（パソコンを除く。） 5721 -02 5721 -021 ハイヤー・タクシー

3299 -09 3299 -099 その他の電子部品 3541 -03 3541 -031 舶用内燃機関

2721 -01 2721 -011 電線・ケーブル 5721 -01 5721 -011 バス

3399 -03 3399 -031 電池 0116 -091 葉たばこ

3311 -012 電動機 3311 -011 発電機器

0621 -013 天然ガス 2899 -033 刃物・道具類

1117 -02 1117 -021 でん粉 1631 -01 1631 -011 パルプ

4191 -02 4191 -021 電力施設建設 1649 -09 1649 -099 その他のパルプ・紙・紙加工品

3014 -013 パルプ装置・製紙機械

2711 -01 2711 -011 銅 0112 -012 ばれいしょ

2531 -01 陶磁器 7611 -02 半製品・仕掛品在庫純増

1117 -04 動植物油脂 3017 -01 3017 -011 半導体製造装置

1117 -042 動物油脂 3211 -02 3211 -021 半導体素子

2111 -013 灯油 2919 -09 その他のはん用機械

2919 -091 動力伝導装置 2919 -099 他に分類されないはん用機械

5722 -01 5722 -011 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 1115 -02 1115 -021 パン類

4131 -01 4131 -011 道路関係公共事業

5789 -01 5789 -011 道路輸送施設提供 2111 -016 Ｂ重油・Ｃ重油

2622 -012 特殊鋼鋼管 1121 -02 1121 -021 ビール類

2621 -016 特殊鋼熱間圧延鋼材 2721 -02 2721 -021 光ファイバケーブル

2623 -012 特殊鋼冷間仕上鋼材 4112 -02 4112 -021 非住宅建築（非木造）

0153 -01 0153 -011 特用林産物（狩猟業を含む。） 4112 -01 4112 -011 非住宅建築（木造）

3919 -02 3919 -021 時計 0116 -09 その他の非食用耕種作物

1633 -02 1633 -021 塗工紙・建設用加工紙 0116 -099 他に分類されない非食用耕種作物

4621 -01 4621 -011 都市ガス 3919 -04 3919 -041 筆記具・文具

1111 -015 と畜副産物（肉鶏処理副産物を含む。） 3411 -01 3411 -011 ビデオ機器・デジタルカメラ

4191 -09 4191 -099 その他の土木建設 2712 -011P 非鉄金属屑

6699 -02 6699 -021 土木建築サービス 0611 -012 非鉄金属鉱物

3521 -01 3521 -011 トラック・バス・その他の自動車 2711 -09 2711 -099 その他の非鉄金属地金

1111 -013 鶏肉 2729 -09 2729 -099 その他の非鉄金属製品

2082 -01 2082 -011 塗料 2729 -03 2729 -031 非鉄金属素形材

6731 -03 6731 -031 美容業

0172 -01 内水面漁業

0172 -001 内水面漁業・養殖業 2611 -02 2611 -021 フェロアロイ

0172 -02 内水面養殖業 3116 -01 3116 -011 武器

7000 -00 7000 -000 内生部門計 3111 -01 3111 -011 複写機

＜に＞

＜ね＞

＜は＞

＜ひ＞

＜の＞

＜ふ＞

列コード 行コード列コード 行コード

＜つ＞

＜て＞

＜と＞

＜な＞
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部門名 部門名

7111 -003 福利厚生費

0121 -03 0121 -031 豚 0113 -001 野菜

1111 -012 豚肉 0113 -02 野菜（施設）

2621 -011 普通鋼形鋼 0113 -01 野菜（露地）

2622 -011 普通鋼鋼管

2621 -013 普通鋼鋼帯 2049 -09 2049 -099 その他の有機化学工業製品

2621 -012 普通鋼鋼板 1131 -02 1131 -021 有機質肥料（別掲を除く。）

2621 -014 普通鋼小棒 6741 -05 6741 -051 遊戯場

2621 -015 その他の普通鋼熱間圧延鋼材 3412 -01 3412 -011 有線電気通信機器

2623 -011 普通鋼冷間仕上鋼材 5921 -03 5921 -031 有線放送

6611 -01 物品賃貸業（貸自動車を除く。） 5791 -01 5791 -011 郵便・信書便

5511 -01 5511 -011 不動産仲介・管理業 2081 -011 油脂加工製品

5511 -02 5511 -021 不動産賃貸業 2081 -01 油脂加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤

1117 -03 1117 -031 ぶどう糖・水あめ・異性化糖 8012 -00 輸出（直接購入）

2211 -012 プラスチック板・管・棒 8011 -02 輸出（特殊貿易）

3015 -022 プラスチック加工機械 8011 -01 輸出（普通貿易）

2211 -017 プラスチック製日用雑貨・食卓用品 8100 -00 輸出計

2211 -01 プラスチック製品 3599 -09 その他の輸送機械

2211 -019 その他のプラスチック製品 3599 -099 他に分類されない輸送機械

2211 -016 プラスチック製容器 8412 -00 （控除）輸入（直接購入）

2211 -013 プラスチック発泡製品 8411 -02 （控除）輸入（特殊貿易）

2211 -011 プラスチックフィルム・シート 8411 -01 （控除）輸入（普通貿易）

2031 -012 プロピレン 8700 -00 （控除）輸入計

2899 -032 粉末や金製品 8611 -00 （控除）輸入品商品税

6911 -00 6911 -000 分類不明 0115 -092 油糧作物

2919 -01 2919 -011 ベアリング 2599 -09 2599 -099 その他の窯業・土石製品

3311 -02 3311 -021 変圧器・変成器 0639 -092 窯業原料鉱物（石灰石を除く。）

1632 -01 1632 -011 洋紙・和紙

2911 -01 2911 -011 ボイラ 0121 -091 羊毛

1511 -01 1511 -011 紡績糸 6731 -04 6731 -041 浴場業

3014 -015 包装・荷造機械

6699 -01 6699 -011 法務・財務・会計サービス 0121 -01 酪農

6421 -01 6421 -011 保健衛生（国公立）★★ 0121 -019 その他の酪農生産物

6421 -02 6421 -021 保健衛生（産業） 1112 -03 酪農品

2121 -02 2121 -021 舗装材料 3411 -03 3411 -031 ラジオ・テレビ受信機

2051 -022 ポリエチレン（高密度）

2051 -021 ポリエチレン（低密度） 7611 -03 流通在庫純増

2051 -023 ポリスチレン 6731 -02 6731 -021 理容業

2051 -024 ポリプロピレン 5789 -09 5789 -099 旅行・その他の運輸附帯サービス

2899 -01 2899 -011 ボルト・ナット・リベット・スプリング 0114 -012 りんご

2912 -01 2912 -011 ポンプ・圧縮機

2623 -01 冷間仕上鋼材

0112 -02 豆類 2914 -01 2914 -011 冷凍機・温湿調整装置

0112 -029 その他の豆類 1113 -01 1113 -011 冷凍魚介類

1119 -01 1119 -011 冷凍調理食品

5311 -014 民間金融（手数料） 2061 -01 2061 -011 レーヨン・アセテート

5311 -012 民間金融（ＦＩＳＩＭ） 1119 -02 1119 -021 レトルト食品

5921 -02 5921 -021 民間放送

3321 -01 3321 -011 民生用エアコンディショナ 6699 -03 6699 -031 労働者派遣サービス

3321 -02 3321 -021 民生用電気機器（エアコンを除く。） 3019 -03 3019 -031 ロボット

2029 -09 2029 -099 その他の無機化学工業製品

2029 -01 無機顔料

2029 -019 その他の無機顔料

0111 -02 麦類

3412 -03 3412 -031 無線電気通信機器（携帯電話機を除く。）

2049 -01 2049 -011 メタン誘導品

2623 -02 2623 -021 めっき鋼材

1512 -01 1512 -011 綿・スフ織物（合繊短繊維織物を含む。）

0116 -093 綿花（輸入）

1115 -01 1115 -011 めん類

3014 -012 木材加工機械

1611 -03 1611 -031 木材チップ

1621 -01 1621 -011 木製家具

1621 -03 1621 -031 木製建具

1619 -09 その他の木製品

1619 -099 他に分類されない木製品

＜り＞

列コード

＜ゆ＞

＜よ＞

＜ら＞

行コード

＜れ＞

＜ろ＞

＜や＞

＜へ＞

＜ほ＞

＜ま＞

＜も＞

＜み＞

＜む＞

＜め＞

列コード 行コード

（注） 部門名が「その他の・・・」、「他に分類されない・・・」及び「（控除）・・・」 

   であるものについては、それぞれ「その他の」、「他に分類されない」、 

   「（控除）」以下に続く名称で配列した。 
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〔参考２〕 　

統合大分類

01　農林水産業 70　内生部門計 79　国内需要合計 70　内生部門計 83　需要合計 70　内生部門計 97　国内生産額

　　　・

　　　・

69　分類不明

71　家計外消費支出 78　国内最終需要計 82　最終需要計 88　最終需要部門計

72　民間消費支出

73　一般政府消費支出

74　国内総固定資本形成（公的）

75　国内総固定資本形成（民間）

76　在庫純増

77　調整項

80　輸出 81  輸出計

84　（控除）輸入 87　（控除）輸入計

85　（控除）関税

86　（控除）輸入品商品税

取引基本表の表章上、様々な合計欄を設けているが、その対象範囲は、それぞれ異なる。そこで、本表では、生産者価格評価表における部門分類（統合大分類）と各種合計欄
の対応関係を示す（表中の２桁の数値は、統合大分類の分類コードである。）。

部門分類（統合大分類）と各種合計欄の対応関係

各種合計欄とその範囲

（注）　「調整項」は、輸出品の国内における取引過程で課せられた消費税の還付分を計上するための部門であるが、平成17年表までは、輸出に関する部門という観点から、「輸出計」に含めていた。
　　　しかし、あくまで国内取引に関する金額を計上する部門であることを踏まえ、平成23年表においては、「国内需要合計」に含むこととした（第１部第３章別表３の項目28を参照）。
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〔参考３〕

　

 平成23年表における概念上の整理 留意事項

【１】義援金については、国内で集められたものか、海外で集められたものかを問わず、「移転」と
して扱われ、産業連関表には計上しない。

政府（中央・地方）が購入した財を被災
世帯に提供した活動

【２】各財の行部門と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該金額の合計を〔行〕公務から集合
的消費支出に産出する。

対家計民間非営利団体が購入した財
を被災世帯に提供した活動

【３】各財の行部門と〔列〕対家計民間非営利団体との交点に計上した上で、当該金額の合計を
〔行〕対家計民間非営利団体から〔列〕対家計民間非営利団体消費支出の交点に産出する。

世帯が購入した財を被災世帯に提供
した活動

【４】当該世帯が購入した時点において、各財の行部門と〔列〕家計消費支出との交点に計上す
る。

企業が自ら生産した財を被災世帯に
提供した活動

【５】実際の取引はないものの、産業連関表上、在庫の移動について計上する必要性から、各財
の行と〔列〕家計消費支出との交点に計上する。

　どのような財について、どの程度の援助がなされたのか、全国的なデー
タがないと考えられ、実際上、推計は困難と考えられる。

【６】例えば、在日米軍などの外国の機関が、海外で生産された物資を被災世帯に直接提供した
場合については、取引の結果として、日本国内に持ち込まれたものではないことから、産業連関
表には計上しない。

【７】国内企業が通常の手続で輸入した物資を被災地に提供した場合については、貿易統計で
カウントされていることから「普通貿易（輸入）」に計上するとともに、上記【５】と同様、家計消費支
出にも計上する。

　【７】について、被災地に提供することを目的とした輸入と、通常の輸入
とは、ともに貿易統計の中に混在しており、分離して推計することは困難
と考えられる。また、輸入した企業から被災世帯への産出についても、
【５】と同様、実際上、推計することは困難と考えられる。

自衛隊や警察、消防等による災害救
助活動

【８】「公務」に関する一般的な取扱いと同様とする。
具体的には、当該活動に要した費用を〔列〕公務に計上した上で、集合的消費支出に産出す
る。

海外のレスキュー隊による災害救助活
動

【９】レスキュー隊については、外国の軍隊や外国の在日公館のように「国外」とは扱われないこと
から、国内で食事や給油などの消費活動が行われた場合、概念上は「輸出」と考えられる。さら
に、個人消費ではなく、業務上の消費であることから、「輸出（特殊貿易）」に該当すると考えられ
る。

　どのような財・サービスの購入があったのかデータがないと考えられ、実
際上、推計は困難と考えられる。

　東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による災害及びこれに伴う原子力発電所事故による災害をいう。以下「震災」という。）に伴い、様々な事案が発生したが、それらが、平成23年表上、どのような取扱い
になるのかについて、概念上の整理をまとめたのが本資料である。
　詳細は、以下の表のとおりであるが、各事案の取扱いについては、おおむね、次のような区分が可能である。

①　通常の推計方法どおりに取扱い、特別の処理が不要と考えられるもの
②　概念上の整理はできるものの、データが存在しないなどの制約により、推計が困難であるもの
③　概念上の整理はできるものの、推計に用いるデータの中に、震災に起因する活動とそうでない活動が混在し、分離することが困難であるため、結果として、一括して推計されると考えられるもの
④　産業連関表の対象とならないもの

　ただし、以下の表に示す取扱いは、実際の推計作業を開始する前段階における概念上の整理であり、今後、推計を行う段階で修正が加わる場合があり得る。
　したがって、本資料は、震災により発生した事案の産業連関表上の取扱いに関する一つの考え方と理解していただきたい。

東日本大震災に伴う事案の平成23年表上の取扱いについて

事　　　　　案

義援金

国内で生産された
財の提供

　左のとおり、概念上は整理できるとしても、被災世帯に提供した物資の
購入と、通常の物資の購入とは、データとして一つになっており、分離し
て推計することは困難と考えられる。
　したがって、実際の推計に当たっては、「事案」欄記載の活動に係る金
額を個別に推計して上乗せするのではなく、通常の推計の中に、これら
の金額も含まれていると考えられる。

　【３】については、各財の行部門から直接、〔列〕対家計民間非営利団
体消費支出の交点に計上する選択肢もあると思われるが、従前の〔列〕
対家計民間非営利団体消費支出には、学校給食（私立）を除き、財の産
出が見られない。

海外で生産された財の提供

被
災
者
に
対
す
る
物
的
支
援

災害救助活動
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 平成23年表における概念上の整理 留意事項事　　　　　案

【10】「医療」に関する一般的な取扱いと同様、医療制度上の負担金額に従って推計する。
　「医療制度上の負担」とは、医療保険制度及び公費負担医療の範囲の負担をさすものとする。
　したがって、災害救助法に基づく医療支援関連の経費は、「医療制度上の負担」としては扱わ
ず、保険外診療として、〔行〕医療と家計消費支出との交点に計上する（実際の政府負担分は、
移転として扱い、産業連関表には計上しない。）。

　災害関連の政府支出について、基本的に集合的消費支出という整理
に当てはめれば、〔行〕医療と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該
金額を〔行〕公務から集合的消費支出に産出するという選択肢もあると考
えられるが、医療関連の政府負担について個別的支出として扱われて
いることなどを踏まえ、現時点では、左欄のように考えているところ。

　被災者の医療費の一部負担金の猶予、免除について、「国民健康保
険法第44条第１項第２号の規定に基づき行う」旨の通知（注）が出されて
いるが、このように国民健康保険法の規定に基づき、一部負担金の支払
いを免除している場合は、「医療制度上」の範囲に含むこととし、制度上
の負担金額に従って計上する。

（注）平成23年６月21日付け保国発0621第１号、厚生労働省保険局国民
健康保険課長発、都道府県民生主管部（局）長及び国民健康保険主管
課（部）長あて「『東日本大震災により被災した被保険者に対する一部負
担金等の免除等の取扱いについて』の一部改正について」

【11】家計が、事業者に支払った金額を、〔行〕冠婚葬祭業と〔列〕家計消費支出との交点に計上
する。
　なお、その後、政府が補填した分は、移転として産業連関表には計上しない。

【12】政府が、事業者に直接支出した分については、〔行〕冠婚葬祭業と〔列〕公務との交点に計
上した上で、当該金額を、〔行〕公務から集合的消費支出に産出する。

　埋葬費は、健康保険の「葬祭費」等の既存の例があるとおり、制度とし
て政府の負担とされているものではなく、申請に基づき、家計の支払い
に対して補助しているだけなので、【11】において、政府から家計に補填
されるものは、移転として処理し、産業連関表には計上しない。

ホテル 【13】政府が借り上げた金額を、〔行〕宿泊業と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該金額を、
〔行〕公務から集合的消費支出に産出する。

民間賃貸住宅 【14】政府が借り上げた金額を、〔行〕住宅賃貸料と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該金額
を、〔行〕公務から集合的消費支出に産出する。

政府の利子補給などを前提として金融
機関が金利を引き下げる場合
被災地の地元の地方銀行などが、自
発的に金利を引き下げる場合
低利での調達を前提として、金融機関
が金利を引き下げる場合

【16】「仮設」という位置付けであっても、実態として１年を超えて利用できるものであることから、建
設に関する一般的な取扱いと同様とする。
　したがって、統合中分類「建築」内の各列部門に費用を計上した上で、全額を国内総固定資本
形成に産出する。

【17】庁舎が、当該市町村域外に移転している場合であっても、本来の市町村域内に所在してい
るものとして取り扱う。

　地方公共団体において出先機関（東京事務所等）を地域外に設置して
いる事例があるが、現行の地域表において公務部門の移出入は計上さ
れていない。
　これは、全国表において、「国内概念」の下、在外公館も国内扱いとさ
れていることと同様、「域内概念」により整理できると考えられる。

ライフライン（道路、鉄道、電力・ガス・
水道、通信網等）復旧に向けた需要の
増加

【18】当該活動のきっかけは震災であるが、活動内容としては、一般的なライフライン敷設と同様
であると考えられる。
  したがって、建設の各列部門に費用を計上した上で、全額を国内総固定資本形成に産出す
る。

電力の供給制約に伴う工場稼働率の
低下による生産規模の縮小等

【19】一般的な取扱いと同様とする。
　つまり、工場稼働率の低下によって生産されなかったもの（震災がなければ生産されたはずの
もの）について、別途推計し、調整（上乗せ）することはしない。

　産業連関表は、1年間に実際に行われた生産活動や取引金額を計上
するものであり、生産規模の縮小による生産額の減少分について、仮想
的な推計をして上乗せする必要はないと考えられる。

低利融資について

インフラ関連

　従前、〔行〕宿泊業や〔行〕住宅賃貸料から〔列〕公務への産出はなく、
集合的支出に産出するためには、公務を経由する必要があると考えられ
る。

仮設住宅や仮庁舎の建設

　年の途中における利率変動や、売買における「値下げ」について、産
業連関表上、特別な取扱いをしないことと同様、引き下げられた金利分
を擬制的に上積みするなどの対応を行う必要はないと考えられる。

埋葬費の扱いについて
（埋葬費については、家計が支出した後、申出により政府が補填
する場合（→【11】）と、政府が直接支出する場合（→【12】）があ
る。）

【15】「金融」に関する一般的な取扱いと同様とする。

自己負担を猶予又は免除された医療費

公費による借り上げ

市町村外に移転している市役所の機能
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 平成23年表における概念上の整理 留意事項事　　　　　案

津波被災農地の復旧 【20】当該活動のきっかけは震災であるが、活動内容としては、一般的な農地改良と同様であると
考えられる。
  したがって、復旧に要した費用を〔列〕農林関係公共事業に計上した上で、全額を国内総固定
資本形成に産出する。

港湾、漁港の復旧 【21】当該活動のきっかけは震災であるが、活動内容としては、一般的な港湾・漁港の復旧と同
様であると考えられる。
  したがって、復旧に要した費用を〔列〕河川・下水道・その他の公共事業に計上した上で、全額
を国内総固定資本形成に産出する。

インフラ整備の進捗状況に応じて発生
する新たな住宅・建築物需要

【22】一般的な住宅・建築需要の増加と同じ取扱いとする。

震災に伴うストック（建築物や社会基盤
施設など）の被害による資産減少

【23】粗付加価値部門の「資本減耗引当」には、資本偶発損に関する費用も計上されている。し
かし、これは、統計的に一定の頻度で予測される事故や災害に伴う損失に対するものであり、震
災のような稀な大災害に対する損失は、産業連関表の対象となっていない。
（国民経済計算においても、フローではなく、ストックの調整勘定中で「その他の資産量変動」とし
て計上されている。

主に放射能汚染に伴って出荷後、自
主回収された農畜産物等

出荷停止措置又は風評被害により、出
荷もされないままに自主廃棄された農
畜産物等

被災した工場の生産物のうち、原材料
を投入して生産は行ったものの、出荷
前に破損・流出してしまったもの

復旧作業に参加したボランティア活動
（無償労働）の評価と取扱い

【25】実際に報酬が発生していないことから、産業連関表には計上しない。

復旧作業に参加したボランティアがも
たらす消費増

【26】復旧作業に参加したボランティアによって、被災地での消費が一次的に増加する一方、当
該ボランティアの本来の居住地での消費は、その分、減少すると考えられるが、当該ボランティア
は基本的に国内居住者と考えられる。
  したがって、被災地で消費されるか、本来の居住地（国内の他地域）で消費されるかの違いに
過ぎず、全国表においては、特段の調整は必要ないと考えられる。

　被災地における一時的な消費の増加について、地域表において疑義
が生じることが想定される。
　しかし、取引の実態を表章する産業連関表にあって、被災地の消費が
増加していれば、その実態を表章すべきであり、ボランティアがもたらし
たと考えられる消費増について、他の消費と別異に扱う必要はないと考
える。
　一方で、特定の地域の人だけが大挙して被災地に赴くわけではないと
考えられることから、被災地に赴いたボランティアそれぞれの居住地の消
費減は、特段の取扱いを考えるほどの大きさにはならないのではないか
と考えられる。

一時避難によって域外に人が流出した
ことによる消費減

【27】人口流出した地域で消費の減少が発生する一方で、人口流入した地域の消費は増加して
いると考えられるが、移転先は、基本的に国内と考えられる。
  したがって、被災地で消費されるか、避難先（国内の他地域）で消費されるかの違いに過ぎず、
全国表においては、特段の調整は必要ないと考えられる。

　県外避難による被災地の消費の減少について、地域表において疑義
が生じることが想定される。
　しかし、取引の実態を表章する産業連関表にあって、域外への人口流
出に伴い消費が減少していれば、その実態を表章すべきであり、震災に
より失われた消費について増額調整など、特別な扱いを行う必要はない
と考えられる。
　これは、域外避難により当該地域の雇用も失われ、雇用者報酬等の粗
付加価値部分も縮んでいることとのバランスを確保する観点からもいえ
る。

倒壊した住宅の住宅サービス 【28】倒壊した住宅（持ち家）については、住宅サービスを提供することができないため、帰属家
賃は計上しない。

立入禁止区域に所在する住宅に関す
る住宅サービス

【29】立入禁止区域に所在する住宅（持ち家）は、住宅サービスを提供することができないため、
帰属家賃を計上しない。

【24】既存の在庫部門に、概念上、「事案」欄に掲げるものについても含まれ得るものと考える。

被災地域における一時的
な人の出入りに伴う影響

住宅サービス

  「所在不明在庫」等の部門を設け、震災を原因とする生産物の滅失等
を明確にすることを検討したが、震災によって失われた又は流通しな
かった生産物の数量・金額について把握できる統計がほとんどない状況
から単独の部門を設けることは見送ることとした。
　そのため、左記のとおり、概念上、既存の在庫部門に含まれるものと考
えるが、多くの仮定の元に推計せざるをえない。特に、農畜産物等のう
ち、従来在庫を計上していないものについては、実際の推計は困難であ
る。

生産物（農畜産物、工業
生産物等）が受けた被害
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 平成23年表における概念上の整理 留意事項事　　　　　案

仮設住宅の住宅サービス 【30】仮設住宅については、家賃０円の賃貸住宅と考え、提供するサービスについては、概念
上、「住宅賃貸料」に含まれるものとする（賃貸住宅として扱うことから、帰属家賃の対象とはなら
ない。）。
　ただし、賃料が０円であること、建設間もないことから建築補修も考えにくいことから、実際には
金額は計上されないものと考えられる。

　なお、資本減耗引当分については、資本減耗引当の推計の基礎となる国民経済計算の固定
資本減耗において、恒久棚卸法により推計されるストック統計と整合的な形で推計されることと
なっている。そのため、平成23年中に生じた仮設住宅などの新設投資についての減耗分は、23
年ではなく、24年以降の固定資本減耗に反映されることとなる。このような取扱い上の結果とし
て、平成23年表にも計上されない予定である。

　

【31】がれきの撤去に要した経費を、〔行〕廃棄物処理と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該
金額を、〔行〕公務から集合的消費支出に産出する。

実際の除染活動 【32】政府が民間事業者に委託した場合には、〔行〕廃棄物処理又は〔行〕建物サービス業と〔列〕
公務との交点に計上した上で、当該金額を、〔行〕公務から集合的消費支出に産出

【33】家計が独自に発注した場合には、家計が支払った金額を、〔行〕廃棄物処理（産業）又は
〔行〕建物サービス業と家計消費支出の交点に計上する。

放射線量の測定 【34】政府が民間事業者に委託した場合には、〔行〕その他の対事業所サービス（産業分類上
は、環境計量証明業）と〔列〕公務との交点に計上した上で、当該金額を、〔行〕公務から集合的
消費支出に産出する。

【35】家計が独自に発注した場合には、家計が支払った金額を、〔行〕その他の対事業所サービ
スと家計消費支出の交点に計上する。

放射線量計測機器の購入 【36】政府が購入した場合には、政府が支払った金額を〔行〕電気計測器と国内総固定資本形成
（公的）との交点に計上する。

【37】家計が独自に購入した場合には、家計が支払った金額を、〔行〕電気計測器と家計消費支
出との交点に計上する。

　国内総固定資本形成（公的）については、集合的消費支出と異なり、
従前から、★が付かない部門から直接産出されていることから、公務を経
由することなく、直接産出する。

生命保険の支払い 【38】通常どおり、次の式により国内生産額を推計する。
　　〔国内生産額＝（受取保険料＋資産運用益）－（支払保険金＋準備金純増）〕

　

損害保険の支払い 【39】東日本大震災に伴い、地震保険等で多額の保険金支払があったところであるが、各保険者
は、再保険及び異常危険準備金の取崩し等により、保険金の支払いを賄っている。
　そのため、
  〔国内生産額＝（受取保険料＋資産運用益）－（支払保険金＋準備金純増）〕
　　（ただし、再保険及び異常危険準備金の取崩しを含む。）
　として、国内生産額を推計する。

〔参考：国民経済計算での取扱い〕
　震災に伴う地震保険金（各種特約等も含む） については、その額が多
額となっており、各保険者は、再保険及び自己資本（異常危険準備金）
の取崩し等により、保険金の支払いを賄っている。こうした大災害に伴う
多額の保険金については、国民経済計算の新たな国際基準（2008SNA）
では資本移転として記録することとされており、その考え方を取り入れ、
震災による地震保険金については、その額を金融機関の支払保険金
（支払準備金を含む） から控除し、同額を金融機関から保険契約者たる
各制度部門への資本移転として記録する。なお、当該資本移転の受払
いの記録時点については、発生主義に基づき、平成22年度とする。

【40】各種補償は、「移転」と考えられることから、産業連関表では計上しない。

　
 

がれきの撤去作業 　左のとおり、概念上は整理できるとしても、廃棄物処理や建物サービス
を行う企業・事業所の活動として得られるデータの中には、震災に起因
するものとそうでないものが混在し、分離して推計することは困難であると
考えられる。
　したがって、実際の推計に当たっては、「事案」欄記載の活動に係る金
額を個別に推計して上乗せするのではなく、通常の推計の中に、これら
の金額も含まれていると考えられる。

保険の生産額推計

政府や東電等による各種補償

除染活動
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